条件付き一般競争入札の実施について（公告・個別事項）

　次のとおり条件付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の６第１項の規定に基づき、条件付き一般競争入札の実施について（公告・共通事項）（総合評価方式）及びこの公告により、公告します。
　　令和８年10月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富山県高岡土木センター所長

１　入札に付する事項
	工事番号
	第4716948号

	工事名
	神通川左岸流域下水道県単独神通川左岸浄化センター汚泥溶融炉設備修繕工事

	工事場所
	射水市海竜町地内

	発注工種
	水処理装置工事（以下「当該発注工種」という。）

	工事概要
	汚泥乾燥機設備　Ｎ＝１式、汚泥溶融炉設備　Ｎ＝１式

	工期
	契約を締結した日の翌日から令和９年３月26日まで

	予定価格
	171,600,000円（消費税相当額を除く。）

	調査基準価格
	有

	総合評価方式
	・簡易型（Ｂタイプ）
・施工体制確認型

	その他
	



２　入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）に関する事項
	営業所（注１）の所在地
	日本国内に主たる営業所（注１）を有すること。

	資格者名簿の登載業種等
（注２）
	業種
	機械器具設置工事又は水道施設工事

	
	等級
	

	
	総合数値
	機械器具設置工事又は水道施設工事に係る総合数値が800点以上

	類似工事の施工実績
（注３）
	工事場所
	日本国内

	
	発注者
	地方公共団体又は日本下水道事業団（以下「地方公共団体等」という。）

	
	期間
	平成24年４月１日から入札参加資格の確認の申請の期限の日（以下「申請期限日」という。）までの間

	
	内容
	溶融炉（ごみ溶融炉を含む。）に係る機械設備工事（建築機械設備工事を除く。）（以下「類似工事」という。）を元請として施工した実績を有すること。
（注）溶融炉とは、被溶融物を熱分解、燃焼溶融し、融液として排出する処理に係るものをいう。

	その他
	本工事は、建設業法第26条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（以下、「専任特例２号の監理技術者」という。）の配置を認める工事である。ただし、調査基準価格未満の価格で落札した場合を除く。


　（注）
　　１　営業所とは、建設業法（昭和24年法律第 100号）第３条に規定する営業所をいう。また、主たる営業所とは、建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第19条の３第１項第２号に規定する主たる営業所をいう。
　　２　富山県における令和７・８年度建設工事競争入札参加資格者名簿をいう。
　　３　元請として完成し、かつ、契約金額が 500万円以上であること。なお、共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が20パーセント以上のものに限る。
　　
３　総合評価方式に関する事項
1 　技術加算点の評価項目、評価基準及び評価点数
	評価項目
	評価内容
	評価基準
	配点

	ア　企業の施工能力
	施工実績
	平成31年４月１日から申請期限日までの間に通知を受けた入札参加資格に記載した類似工事の施工実績の有無（注１）
	富山県内における施工実績あり
	１０点

	
	
	
	日本国内における施工実績あり
	５点

	
	
	
	なし
	０点

	
	工事成績
	令和４年４月１日から申請期限日の直近四半期（注２）までの間に通知を受けた当該発注工種に係る工事成績評定点の平均点（原則、富山県農林水産部又は土木部（以下、「富山県」という。）発注工事に限る。（注３））
	８０点以上
	２５点

	
	
	
	８０点未満
７５点以上
	２０点～
２４点
(２０＋(平均点－７５))

	
	
	
	７５点未満
７０点以上
	１０点

	
	
	
	７０点未満
	０点

	
	優良表彰
	当該発注工種の優良工事表彰の有無（令和６年度又は令和７年度に受賞したもので、富山県発注工事に係るものに限る。）
	知事賞・部長賞・最優秀賞
	１０点

	
	
	
	優秀賞・良賞
	５点

	
	
	
	なし
	０点

	
	ＩＳＯ認定
	令和７・８年度入札参加資格審査の申請時におけるＩＳＯ9001の取得の有無（注４）
	あり
	５点

	
	
	
	なし
	０点

	
	技術者数
	直近の経営事項審査における総合評定値通知書に記載のある技術職員数（注５）

	「一級」１人につき２点、「監理補佐」、「基幹」又は「二級」１人につき１点を加点
（上限：１０点）
	０点～
１０点

	
	配点計
	６０点

	イ　企業の地域性・社会性
	主たる営業所の所在地
	日本国内
	富山県内
	２５点

	
	
	
	富山県外（県内に営業所あり）（注６）
	１５点

	
	
	
	富山県外
	０点

	
	配点計
	２５点

	
	評価点数（満点）
	８５点


　（注）
　　１　「企業の施工実績」は、地方公共団体等が発注した日本国内の工事（元請として完成した、契約金額が 500万円以上の工事に限る。）を対象にできるものとし、工事内容が判断できる資料の提出を条件として加点する。
　　２　申請期限日が　４月１日 ～ 　６月３０日までの場合は　３月３１日
　　　　　　　　　　　７月１日 ～ 　９月３０日までの場合は　６月３０日
　　　　　　　　　　１０月１日 ～ １２月３１日までの場合は　９月３０日
　　　　　　　　　　　１月１日 ～ 　３月３１日までの場合は１２月３１日
　　３　工事成績評定点の平均点は、小数第一位を四捨五入して得られる整数により加点する。なお、富山県発注工事の工事成績評定点と国土交通省又は農林水産省若しくは林野庁（以下、これらを総称して「国」という。）発注の富山県内の工事の工事成績評定点とのいずれをも有する場合は、富山県発注工事の工事成績評定点の平均点をもって加点することとし、当該期間内に富山県発注工事の実績を有しない場合についてのみ、令和４年４月１日から令和８年３月31日までの間に工事成績評定点の通知を受けた国発注の富山県内の工事（元請として完成した、契約金額が 500万円以上の工事に限る。）の工事成績評定点の平均点をもって加点する。
　　４　令和７・８年度入札参加資格審査の申請時以降新たに取得した場合は、登録証等（建設業に関連するものに限る。）の写しの提出を条件として加点する。
　　５　発注工種に対応する建設業許可業種の技術職員数をいい、経営規模等評価結果通知書（総合評定値通知書）の通知日がこの入札の公告の日までの間のもののうち、直近の通知書に記載された技術職員数をもって加点する。
　　６　富山県外に主たる営業所を有する者であって、富山県内に建設業法第３条に規定する営業所を有する者については、建設業許可申請における営業所一覧表（様式第一号別紙二）の写しの提出を条件として加点する。

　(2)　技術加算点の算定
　　　技術加算点の算定は次式による。
　　技術加算点＝①技術加算点の満点×②入札参加者の評価点数÷③評価点数(満点)
①技術加算点の満点は、20点とする。
②入札参加者の評価点数は、⑴に規定する評価項目及び評価基準により算出された点数の合計。
③評価点数(満点)は、⑴に規定する評価項目及び評価基準の配点の満点。
※ 技術加算点は、小数第三位を四捨五入し、小数第二位止めとする。

(3)　施工体制評価点の評価項目及び評価基準
	評価項目
	評価内容
	評価基準
	配点

	品質確保の実効性
	品質確保に対する懸念について、ヒアリング、資料により、その実効性を評価する。
	工事の品質確保のための適切な施工体制が十分確保され、入札公告等に記載された要求要件をより確実に実現できると認められる場合
	１５点

	
	
	工事の品質確保のための適切な施工体制が概ね確保され、入札公告等に記載された要求要件を確実に実現できると認められる場合
	５点

	
	
	その他
	０点

	施工体制確保の確実性
	施工体制確保に対する懸念について、ヒアリング、資料により、その確実性を評価する。
	工事の品質確保のための施工体制のほか、必要な人員及び材料が確保されていることなどにより、適切な施工体制が十分確保され、入札公告等に記載された要求要件をより確実に実現できると認められる場合
	１５点

	
	
	工事の品質確保のための施工体制のほか、必要な人員及び材料が確保されていることなどにより、適切な施工体制が概ね確保され、入札公告等に記載された要求要件を確実に実現できると認められる場合
	５点

	
	
	その他
	０点

	施工体制評価点（満点）
	３０点



４　提出資料
1 　入札参加資格確認に関する書類
	電子入札システム（注２）
	入札参加資格確認申請書（注１）
	様式第１号

	
	入札参加資格確認書
	様式第２号

	
	入札参加資格に記載した類似工事の施工実績
	様式第３号


	
	配置予定の技術者
	様式第８号（専任特例２号の監理技術者の配置を予定している場合）

	
	添付書類
	各様式の注意書き等に記載する書類

	
	その他
	


　
2 　総合評価方式に関する書類
	電子入札システム（注２）
	技術資料表紙
	技術資料様式第１号

	
	企業の施工能力及び地域性・社会性

	技術資料様式第４号

	
	企業の工事成績算出対象工事
	技術資料様式第６号
※必要に応じて

	
	建設業法第３条における営業所の所在地
	技術資料様式第８号
※必要に応じて

	
	添付書類
	各技術書類の注意書き等に記載する書類

	
	施工体制確認調査票
	別記１


　　（注）
　　１　電子入札システムでの「競争参加資格確認申請書」の提出をもって様式第１号の提出とみなすため、別途作成のうえ、提出する必要はない。
[bookmark: _Hlk101426403]　　２　「競争参加資格確認申請書」の提出画面において、添付資料としてアップロードする方法により提出すること。なお、提出資料の合計データ容量が10MBを超える場合には、電子入札システムで競争参加資格確認申請書を提出した上で、様式第１号を除く全ての提出書類を６の担当部署に持参又は郵送すること。

５　入札手続き及び日程
	入札手続き
	期間（注１、２）
	方法

	入札参加資格確認申請書及び添付書類の提出
	令和８年10月６日（火）から
令和８年10月13日（火）
午後５時まで
	電子入札システム
(注３)

	総合評価方式に関する技術資料及び施工体制確認調査票の提出
	令和８年10月６日（火）から
令和８年10月13日（火）
午後５時まで
	電子入札システム
(注３)

	公告に関する質問（注７）
	令和８年10月５日（月）から
令和８年10月13日（火）
午後５時まで
	電子入札システム又は口頭による（注４）（注５）


	公告のうち総合評価方式に係る事項に関する質問
	令和８年10月５日（月）から
令和８年10月８日（木）
午後５時まで
	

	設計図書等の配付（注６）
	令和８年10月５日（月）から
	電子入札システム

	現場説明会
	ありません。
	

	設計図書等に関する質問
（注７）
	令和８年10月５日（月）から
令和８年10月13日（火）
午後５時まで
	電子入札システム（注４）

	入札期間
	令和８年10月16日（金）から
令和８年10月21日（水）
午前９時まで
	電子入札システム

	開札（注８）
	令和８年10月21日（水）
午前11時から
	電子入札システム

	入札参加資格がないとされた者の理由の説明の要求
	入札参加資格がない旨の通知を受けた日の翌日まで
	６の担当部署に書類を持参

	理由の説明の要求に対する回答
	説明を受けた日の翌日から起算して３日後まで
	文書により回答


　（注）
　　１　電子入札システムにより提出する書類は、表中で締切時間を指定した場合を除き、富山県の休日を定める条例（平成元年富山県条例第１号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「休日」という。）を除く午前８時30分から午後８時までに送信すること。
[bookmark: _Hlk101427410]　　２　持参又は郵送により提出する書類は、表中で締切時間を指定した場合を除き、休日を除く午前８時30分から午後５時15分まで（持参の場合は正午から午後１時までの時間を除く。）に担当部署に必着すること。
３　「競争参加資格確認申請書」の提出画面において、添付資料としてアップロードする方法により提出すること。なお、提出資料の合計データ容量が10MBを超える場合には、電子入札システムで競争参加資格確認申請書を提出した上で、様式第１号を除く全ての提出書類を６の担当部署に持参又は郵送すること。
　　４　質問の数が１の場合は質問機能内「説明要求内容」に質問事項を記載し、２以上の場合は同項目に「別紙のとおり」と記載した上で質問一覧表(様式任意)を添付すること。 
　　５　口頭により質問する場合は、表中で締切時間を指定した場合を除き、休日を除く午前８時30分から午後５時15分まで（正午から午後１時までの時間を除く。）に担当部署に行うこと。
　　６　設計図書等を入札情報サービス（下記ＵＲＬからリンク）の「入札公告詳細」からダウンロードすること。
https://toyama.efftis.jp/portal/
７　公告、設計図書等に関する質問及び当該質問に対する回答については、電子入札システムの「質問および回答一覧」から確認すること。なお、富山県電子入札運用基準（建設工事及び建設コンサルタント業務等）の規定により県が紙入札を承諾した場合は、紙等にて提供する。
https://toyama.efftis.jp/portal/
　　８　総合評価方式のため、開札の日時と落札者を決定する日時とは異なることがある。

６　その他
　　入札手続きに係る提出及び受付場所は、担当部署である富山県高岡土木センター企画管理課業務班（〒933-0806　高岡市赤祖父211　高岡総合庁舎内　TEL 0766-26-8423）とする。
　　その他不明な点についても、この担当部署に問い合わせること。
 2 / 2

